
１．はじめに
戦後間もない頃には 10% に満たなかった大学進学率

は、学歴社会の進行等を受けて 2022 年度には過去最
高の 56.6% となっており、短期大学や高等専門学校・
専門学校まで含めるとその進学率は 83.8% にまで及
ぶ（豊永 2020；文部科学省総合教育政策局調査企画課 
2022）。大学進学や就職等を機に地方を離れ都市圏へ流
入する若者の増加等により（市川 2018；中央教育審議
会 2018）、地方の人口流出や過疎化ならびに少子高齢
化等の問題が深刻化している。その帰結として、1951
年時点では就業者全体の半数近くであった一次産業従
事者は、2022 年現在では就業者全体のわずか 3% にま
で激減している（独立行政法人労働政策研究・研修機
構 2023）。さらに、1965 年度時点では供給熱量ベース
で 73% であった食料自給率は、2022 年度現在では 38%
にまで低下しており（農林水産省 2023）、日本は食料安

全保障の観点においても危機的状況にある（鈴木 2021, 
2022）。これらのことから、現代の日本は、地方衰退に
伴う国家衰退という深刻な問題が顕在化しつつあるも
のの、それに対する有効な打開策は未だ明示されてい
ない。ゆえに、種々の問題構造の究明ならびにその具体
的な解決策立案が急務であることは言うまでもないが、
そのために日本全体を対象として調査研究を行うこと
は複雑かつ困難と言わざるを得ない。

一方、離島関連の先行文献に目を向けると、しばしば
「離島（島嶼）は日本の縮図である」という表現を目に
する（e.g. 玉井 1973；武田 2011；松村・三好 2017）。仮
にそれが真であるならば、その離島を事例に、より単純
化した形で調査研究を行うことで、上述したような問題
の原因究明やその具体的な解決策立案につなげること
ができるのではないか。つまり、離島を起点とした日本
社会再生に資する調査研究に取り組むことが可能にな
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　本研究では、日本社会再生に向けた離島研究の第一歩として、「離島は日本の縮図たるか？」という問題提起にもとづき、
「戦後以降現在にかけての、日本と離島における社会の変遷は類似の傾向にある」という仮説を設定した。そして、兵庫県姫
路市に帰属する家島群島を事例に、戦後以降現在にかけて、「①少子高齢化が進行しているか」「②高学歴化が進行している
か」「③進学や就職等に伴う都市圏あるいは島外への人口流出の傾向が強まっているか」「④国家の主幹産業である一次産業
の衰退が進行しているか」という 4 つの観点からこの仮説を検証することを試みた。その結果、主に次のことが明らかとなっ
た。第一に、日本及び家島群島において、人口減少ならびに少子高齢化はいずれも進行しており、またその進行状況は特に
家島群島の方が先んじていることが示唆された。第二に、日本と同様、高学歴化は家島群島においても進行していることが
示唆された。第三に、日本において、多くの若者が進学や就職等に伴い地元を離れ一部の都市圏へ流入する傾向が強まって
いるように、家島群島においても進学や就職等に伴い近隣本土地域をはじめとする島外へ人口が流出する傾向が強まってい
ることが示唆された。第四に、日本及び家島群島のいずれにおいても、一次産業従事者数は減少傾向にあり、また一部の品
目を除き食料自給状況も暗転してきたことから、特に食に関する一次産業の衰退が進行していることが示唆された。以上より、
これら 4 つの観点にもとづく戦後以降現在にかけての日本における社会の変遷は、家島群島のそれと類似の傾向にあること
から、本研究の仮説が支持されたものと考えられる。したがって、この「社会の変遷」という観点によると、離島（家島群島）
は日本と類似の傾向にあると言うことができるのではないだろうか。
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るのではないだろうか。しかしながら、離島は日本の縮
図であるという見解について、それを真正面から論証し
た先行研究は管見の限り見当たらない。このような背景
から、本研究では、日本社会再生に向けた離島研究の第
一歩として、「離島は日本の縮図たるか？」という問題
提起にもとづく仮説を設定し、それを明らかにすること
を目的とする。

２．研究方法
1 ）仮説の設定

本研究では、「戦後以降現在にかけての、日本と離島
における社会の変遷は類似の傾向にある」という仮説を
設定し検討を進める。具体的には、「１．はじめに」で
述べた日本全体で顕在化しつつある諸問題と対応させ、
次の 4 つの観点からこの仮説の検証を目指す。

① 戦後以降現在にかけて、少子高齢化が進行している
か。

② 戦後以降現在にかけて、高学歴化が進行している
か。

③ 戦後以降現在にかけて、進学や就職等に伴う都市圏
あるいは島外への人口流出の傾向が強まっている
か。

④ 戦後以降現在にかけて、国家の主幹産業である一次
産業の衰退が進行しているか。

2 ）対象地域
本研究で対象とする離島は、瀬戸内海東部の播磨灘に

浮かぶ、現在は兵庫県姫路市に帰属する家島群島 [1] で
ある。40 余の島々から構成され、そのうち居住者が確
認されるのは家島（本島）、坊勢島、男鹿島、西島の 4
島のみであり、現在は島民の大多数が主に家島と坊勢島
に暮らしている（家島町役場編 1979；公益財団法人日
本離島センター編 2023；姫路市役所 2023a）。特にこの
2 島は漁業等を中心とする島で、近年は近隣本土地域の
姫路市への人口流出や後継者不足による漁業の衰退な
ど、「1．はじめに」で前述した諸問題が顕在化しつつあ
ると言われている。ゆえに、この家島群島は、本研究
の仮説を検証する上で適した離島であると考えられる。
なお、家島群島の主たる 4 島の基本情報は表 1 に示す。

3 ）データソース及び分析方法
まず、日本における少子高齢化の変遷については、総

務省統計局の人口に関する年次統計データを用いる。ま
た、高学歴化の変遷については、文部科学省が公表する

「学校基本調査」の年次統計データを活用する。進学や
就職等に伴う人口移動の変遷については、当該分野に関
する先行研究や文部科学省の報告書等より分析に必要
となるデータや情報を収集する。さらに、一次産業の盛

衰の変遷については、農林水産省が公表する一次産業就
業者数や食料自給率等の年次統計データを参考とする。

次に、家島群島における少子高齢化や高学歴化、進
学や就職等に伴う人口移動や一次産業の盛衰の変遷に
関する情報については、公益財団法人日本離島センター
が発行する各年の『離島統計年報』の統計データ、離島
関連の各種文献、2022 年から 2023 年にかけて複数回に
わたり実施した現地フィールドワークによる島民への
半構造化インタビュー調査結果等を活用する。

そして、これらのデータにもとづき、各観点から日本
及び家島群島における社会の変遷を考察し、先述の仮説
検証を試みる。

３．結果及び考察
「戦後以降現在にかけての、日本と離島における社会

の変遷は類似の傾向にある」という仮説を検証するべ
く、日本全体で既に顕在化しつつある前述の①から④の
観点による社会の変遷が、家島群島においても同様に観
察され得るかを検討した。その結果について、観点ごと
に次の通り示す。

1 ）観点①の分析結果
本節では、「①戦後以降現在にかけて、少子高齢化が

進行しているか」という観点から、日本及び家島群島に
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表 1 家島群島の主たる 4 島の基本情報 

島名 面積 

／周囲 

人口

（2019

年時点） 

教育施設等の

有無（数）

（2023 年時

点） 

主たる 

産業 

家島

（本

島） 

5.00 ㎢／

15.44 ㎞ 

2,714 人 幼稚園（1）、

小学校（1）、

中学校（1）、

高等学校

（1）[2] 

漁業・

海運業 

坊勢

島 

1.29 ㎢／

11.89 ㎞ 

2,218 人 幼稚園（1）、

小学校（1）、

漁業 

中学校（1） 

男鹿

島 

4.37 ㎢／

9.99 ㎞ 

26 人 なし 採石業 

・観光

業 

西島 7.00 ㎢／

20.99 ㎞ 

17 人 自然体験セン

ター（1） 

採石業 

・観光

業 

出所：家島町役場編（1979）、公益財団法人日本離島セ

ンター編（2023）、姫路市役所（2023b）の情報にもとづ
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３．結果及び考察 

「戦後以降現在にかけての、日本と離島における社会

の変遷は類似の傾向にある」という仮説を検証するべく、

日本全体で既に顕在化しつつある前述の①から④の観点

による社会の変遷が、家島群島においても同様に観察さ
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１）観点①の分析結果 

本節では、「①戦後以降現在にかけて、少子高齢化が進

行しているか」という観点から、日本及び家島群島にお

ける社会の変遷が類似の傾向にあるかについて検討する。 
まず、前提として、日本と家島群島における人口推移

（日本については将来統計も含む）を比較するべく、そ

れぞれ図 1（a）及び（b）に示した。その結果、日本につ

いては、1970 年から 2010 年までは緩やかな右肩上がり

表 1　家島群島の主たる 4 島の基本情報

出所：家島町役場編（1979）、公益財団法人日本離島センター
編（2023）、姫路市役所（2023b）の情報にもとづき筆者作成。
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おける社会の変遷が類似の傾向にあるかについて検討
する。

まず、前提として、日本と家島群島における人口推
移（日本については将来統計も含む）を比較するべく、
それぞれ図 1（a）及び（b）に示した。その結果、日本
については、1970 年から 2010 年までは緩やかな右肩
上がりで推移していたのが、2015 年以降漸減し始め、
2025 年以降は急激に右肩下がりとなることが予想され
ている。ピークの 2010 年時点の約 12,800 万人と比較し、
2095 年時点ではその半数以下の約 6,300 万人にまで減少
していくという推計である。一方、家島群島については、
1970 年から既に年々減少傾向にあり、ピークの 1970 年
時点の 10,582 人から、2019 年時点ではその半数以下の
4,975 人にまで減少している。以上より、日本と家島群
島の人口推移（日本については将来推計も含む）を比較
すると、日本に先んじて家島群島の人口減少が進んでお
り、日本もそれを後追いするような形で今後人口減少が
進んでいくものと考えられる。このように、日本と家
島群島の人口減少の進行状況は、時間差はあるものの、
いずれも人口が減少傾向にあることが示された。

次に、日本と家島群島における少子化の進行状況を
比較するべく、それぞれの出生児数の推移を図 2（a）
及び（b）に示した。日本については、1970 年時点で約
193 万人であった出生児数は年々減少傾向にあり、2020
年時点では 87 万人にまで半減している。一方、家島群
島については、一時的に増加した時期も見られたもの
の、出生児数は全体として減少傾向にあり、1970 年時
点では 227 人であったのが、2000 年時点では 91 人と半
減している。日本と比較し、家島群島においては 20 年
も早く出生児数が半減していることから、家島群島の
方が先んじて少子化が進行していることが読み取れる。
また、日本と家島群島の 1985 年から 2015 年にかけての
全人口に占める 0 歳から 14 歳の年少人口の比率の推移
を見ても（図 3）、出生児数の推移と類似の傾向にある
ことが確認できた。以上より、日本と家島群島の少子化

の進行状況は、時間差はあるものの、いずれも少子化傾
向にあることが明らかとなった。

さらに、日本と家島群島における高齢化の進行状況を
比較するべく、それぞれの全人口に占める 65 歳以上の
老年人口の比率の推移を図4に示した。日本については、
1985 年時点で 10% であった老年人口の比率は、年々上
昇傾向にあり、2015年時点では26.6%まで上昇している。
一方、家島群島については、1985 年時点では日本と同

図 1（a）　日本における人口推移
注：日本については、2095 年までの将来推計も含む。
出所：総務省統計局（2023）のデータにもとづき筆者作成。
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以上より、日本と家島群島の少子化の進行状況は、時間

差はあるものの、いずれも少子化傾向にあることが明ら

かとなった。 
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比較するべく、それぞれの全人口に占める 65 歳以上の

老年人口の比率の推移を図 4 に示した。日本については、

1985 年時点で 10%であった老年人口の比率は、年々上昇

傾向にあり、2015 年時点では 26.6%まで上昇している。

一方、家島群島については、1985 年時点では日本と同じ

く 10%であった老年人口の比率は、2015 年時点では

34.5%にまで上昇しており、日本に先んじて高齢化が進

行している状況が窺える。以上より、日本と家島群島の

高齢化の進行状況は、時間差はあるものの、いずれも高

齢化傾向にあることが明らかとなった。 
以上のことから、多少の時間差はあれど、戦後以降現

在にかけて、日本と家島群島いずれにおいても類似の傾

向で少子高齢化が進行してきた変遷が確認された。 

 

図 1（a） 日本における人口推移 
注：日本については、2095 年までの将来推計も含む。 
出所：総務省統計局（2023）のデータにもとづき筆者作

成。 
 

 

図 1（b） 家島群島における人口推移 
出所：公益財団法人日本離島センター編（1972―2023）
のデータにもとづき筆者作成。 

 

 

図 2（a） 日本における出生児数の推移 
出所：総務省統計局（2023）のデータにもとづき筆者作

成。 
 

図 1（b）　家島群島における人口推移
出所：公益財団法人日本離島センター編（1972―2023）のデー
タにもとづき筆者作成。
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図 1（a） 日本における人口推移 
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成。 
 

 

図 1（b） 家島群島における人口推移 
出所：公益財団法人日本離島センター編（1972―2023）
のデータにもとづき筆者作成。 

 

 

図 2（a） 日本における出生児数の推移 
出所：総務省統計局（2023）のデータにもとづき筆者作

成。 
 

図 2（a）　日本における出生児数の推移
出所：総務省統計局（2023）のデータにもとづき筆者作成。
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図 1（a） 日本における人口推移 
注：日本については、2095 年までの将来推計も含む。 
出所：総務省統計局（2023）のデータにもとづき筆者作

成。 
 

 

図 1（b） 家島群島における人口推移 
出所：公益財団法人日本離島センター編（1972―2023）
のデータにもとづき筆者作成。 

 

 

図 2（a） 日本における出生児数の推移 
出所：総務省統計局（2023）のデータにもとづき筆者作

成。 
 

図 2（b）　家島群島における出生児数の推移
注：家島群島については、データが限られていたため、2000
年までの提示となっている。
出所：公益財団法人日本離島センター編（1972―2003）のデー
タにもとづき筆者作成。
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図 2（b） 家島群島における出生児数の推移 
注：家島群島については、データが限られていたため、

2000 年までの提示となっている。 
出所：公益財団法人日本離島センター編（1972―2003）
のデータにもとづき筆者作成。 

 

 
図 3 日本と家島群島における年少人口の比率の推移 

出所：総務省統計局（2023）及び公益財団法人日本離島

センター編（1988―2018）のデータにもとづき筆者作

成。 
 

 
図 4 日本と家島群島における老年人口の比率の推移 

出所：総務省統計局（2023）及び公益財団法人日本離島

センター編（1988―2018）のデータにもとづき筆者作

成。 
 
 
 

２）観点②の分析結果 

本節では、「②戦後以降現在にかけて、高学歴化が進行

しているか」という観点から、日本及び家島群島におけ

る社会の変遷が類似の傾向にあるかについて検討する。 
日本と家島群島における高等学校及び大学等への進学

状況の変遷を比較するべく、それぞれの進学率の推移を

図 5 及び図 6 に示した。まず、日本については、高等学

校への進学率の推移は 1971 年時点で 85%であったのが、

それ以降漸増し、2016 年時点では 96.6%にまで上昇して

いる。また、大学等への進学率は、1971 時点では 26.8%
であったのが、2016 年時点では 54.9%にまで上昇してお

り、後期中等教育修了者の二人に一人が大学等へ進学す

るようになっている。 
次に、家島群島については、高等学校への進学率の推

移は、一時的に低下した時期が見られたものの、1971 年

時点で 70%であったのが、2001 年時点では 95%にまで上

昇している。また、大学等への進学率の推移に関しても、

一時的に低下した時期が見られたものの、1996 年以降は

40%近くで推移するようになっている。さらに、家島群

島における学校関係者や親世代への半構造化インタビュ

ー調査からも、「近年特に教育熱は高まっており、週末に

は子どもを姫路（近隣本土地域）の学習塾へ通わせる家

庭も増えてきている」といったコメントが得られた。 
以上のことから、戦後以降現在にかけて、日本と家島

群島いずれにおいても高学歴化が進んでいる傾向が確認

された。 
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インタビュー調査からも、「近年特に教育熱は高まって
おり、週末には子どもを姫路（近隣本土地域）の学習塾
へ通わせる家庭も増えてきている」といったコメントが
得られた。

以上のことから、戦後以降現在にかけて、日本と家島
群島いずれにおいても高学歴化が進んでいる傾向が確
認された。
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図 6 日本と家島群島における大学等進学率の推移 
注：家島群島については、データが限られていたため、

2001 年までの提示となっている。 
出所：文部科学省総合教育政策局調査企画課（2016）及

び公益財団法人日本離島センター編（1972―2003）のデ

ータにもとづき筆者作成。 
 
３）観点③の分析結果 
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京都府、大阪府、兵庫県、福岡県などの都市圏を除く 33
県（全体の約 70%）の地方で、1990 年から 2015 年にか

けて、県外の大学へ進学する傾向が強まっていることが

示されている。また、構造的進学率[4]の 2015 年から 1990
年の数値を差し引いた値に着目すると、主に先述した都

市圏の都道府県を除く 34 道県において正の値となって

いる。特に、福島県、茨城県、栃木県、富山県、福井県、

長野県、岐阜県、静岡県、三重県、奈良県、和歌山県、

香川県、愛媛県、佐賀県の 14 県においては、 2015 年時

点で構造的県外進学率が 20%近くあるいはそれ以上とな

っている。つまり、これらの県では、18 歳人口の約 5 人

に 1 人あるいはそれ以上が、大学進学において構造的に

県外に移動せざるを得ない状況にあることが示唆された。

さらに、中央教育審議会（2018）の「大学進学時の都道

府県別流入・流出率」を見ても（図 7）、大学進学時にお

いて、東京都、愛知県、京都府、大阪府、福岡県などの

都市圏を除く 37 道県で流出超過となっており、この傾

向は近年においても継続していることが窺える。また、

同じく中央教育審議会（2018）では、特に進学や就職等

による移動が盛んな 20 代前半の若者の、地方から一部

の都市圏への流入が突出して多いこともあわせて報告さ

れている（図 8）。これらのことから、日本において、多

くの若者が進学や就職等を機に地方を離れ、一部の都市

圏へ流入している傾向にあると考えられる。 
次に、家島群島については、1971 年から 2001 年の 30

年の間に、一時的に低下した時期が見られたものの、1971
年時点で 55.5%であった中学校及び高等学校卒業後の島

外進学者の比率は、2001 年時点では 81.7%にまで上昇し

ている。このことから、家島群島の若者の大半が進学に

伴い島外へ流出するようになっている状況が読み取れる

（図 9）。加えて、中学校及び高等学校卒業後の島外進学

者と島外就職者の合計の比率の推移に着目しても（図

10）、同様に多少の増減はあるものの、1971 年時点で

39.6%であったのが、2001 年時点では 62.7%にまで上昇

している。このように、島外進学者と島外就職者をあわ

せて見ても、家島群島における若者の人口流出は加速し

ていることが窺える。また、家島群島での学校関係者や

親世代への半構造化インタビュー調査からは、「最近では、

島内の子どもは家島高校（家島群島にある唯一の高校）

に通うよりも、むしろ近隣本土地域の姫路の高校へ通う

傾向が強まっている」や「最近では、子どもの高校進学

にあわせて、家族で近隣本土地域の姫路へ引っ越す世帯

も増加傾向にある。島内と姫路、両方に家を持つ世帯も

珍しくない」といったコメントが得られている。さらに、

その兵庫県立家島高等学校は、2025 年 3 月末で閉校（発

展的統合）となることが決定しており（註 2 参照）、かつ

当然ながら島内に大学等の高等教育機関は存在しない。

ゆえに、島の高学歴化の進行に相まって、今後も進学に

伴う島外への人口流出の傾向はより一層強まっていくも

のと推察される。 
以上より、戦後以降現在にかけて、日本と家島群島い

ずれにおいても、進学や就職等に伴う一部の都市圏ある

いは島外（近隣本土地域）への人口流出が進んでいる傾

向が確認された。 
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表 2 日本における自県進学率・県外進学率・構造的進学率の推移（単位：%） 

 
出所：津多（2017）の表 4 を参考に、一部本稿にあわせて筆者修正。 出所：津多（2017）の表 4 を参考に、一部本稿にあわせて筆者修正。

表 2　日本における自県進学率・県外進学率・構造的県外進学率の推移（単位：%）
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3 ）観点③の分析結果
本節では、「③戦後以降現在にかけて、進学や就職

等に伴う都市圏あるいは島外への人口流出の傾向が強
まっているか」という観点から、日本及び家島群島にお
ける社会の変遷が類似の傾向にあるかについて検討す
る。

まず、日本については、津多（2017）が、1991 年の
大学設置基準の大綱化以後の変化に焦点化し、1990 年
及び 2015 年の大学進学における自県進学率、県外進学
率、構造的県外進学率の推移を表 2 のように整理してい
る [3]。これを参考に、2015 年から 1990 年の数値を差し
引いた値を都道府県ごとにそれぞれ算出し、県外進学率
の差が自県進学率の差を上回った箇所を灰色の編みか
けにした。この表2によると、47都道府県のうち、東京都、
愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、福岡県などの都市
圏を除く 33 県（全体の約 70%）の地方で、1990 年から
2015 年にかけて、県外の大学へ進学する傾向が強まっ
ていることが示されている。また、構造的県外進学率 [4]

の 2015 年から 1990 年の数値を差し引いた値に着目する
と、主に先述した都市圏の都道府県を除く 34 道県にお
いて正の値となっている。特に、福島県、茨城県、栃木県、
富山県、福井県、長野県、岐阜県、静岡県、三重県、奈
良県、和歌山県、香川県、愛媛県、佐賀県の 14 県にお
いては、 2015 年時点で構造的県外進学率が 20% 近くあ
るいはそれ以上となっている。つまり、これらの県では、

18 歳人口の約 5 人に 1 人あるいはそれ以上が、大学進
学において構造的に県外に移動せざるを得ない状況に
あることが示唆された。さらに、中央教育審議会（2018）
の「大学進学時の都道府県別流入・流出率」を見ても（図
7）、大学進学時において、東京都、愛知県、京都府、大
阪府、福岡県などの都市圏を除く 37 道県で流出超過と
なっており、この傾向は近年においても継続しているこ
とが窺える。また、同じく中央教育審議会（2018）では、
特に進学や就職等による移動が盛んな 20 代前半の若者
の、地方から一部の都市圏への流入が突出して多いこと
もあわせて報告されている（図 8）。これらのことから、
日本において、多くの若者が進学や就職等を機に地方を
離れ、一部の都市圏へ流入している傾向にあると考えら
れる。

次に、家島群島については、1971 年から 2001 年の
30 年の間に、一時的に低下した時期が見られたものの、
1971 年時点で 55.5% であった中学校及び高等学校卒業
後の島外進学者の比率は、2001 年時点では 81.7% にま
で上昇している。このことから、家島群島の若者の大
半が進学に伴い島外へ流出するようになっている状況
が読み取れる（図 9）。加えて、中学校及び高等学校卒
業後の島外進学者と島外就職者の合計の比率の推移に
着目しても（図 10）、同様に多少の増減はあるものの、
1971 年時点で 39.6% であったのが、2001 年時点では
62.7% にまで上昇している。このように、島外進学者と
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図 7 日本における大学進学時の都道府県別流入ならびに流出率 

出所：中央教育審議会（2018）より引用。 
 
 

 

図 8 日本における 20―24 歳の都道府県間人口移動の状況 
出所：中央教育審議会（2018）より引用。 
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島外就職者をあわせて見ても、家島群島における若者の
人口流出は加速していることが窺える。また、家島群島
での学校関係者や親世代への半構造化インタビュー調
査からは、「最近では、島内の子どもは家島高校（家島
群島にある唯一の高校）に通うよりも、むしろ近隣本
土地域の姫路の高校へ通う傾向が強まっている」や「最
近では、子どもの高校進学にあわせて、家族で近隣本土
地域の姫路へ引っ越す世帯も増加傾向にある。島内と姫
路、両方に家を持つ世帯も珍しくない」といったコメン
トが得られている。さらに、その兵庫県立家島高等学校

は、2025 年 3 月末で閉校（発展的統合）となることが
決定しており（註 2 参照）、かつ当然ながら島内に大学
等の高等教育機関は存在しない。ゆえに、島の高学歴化
の進行に相まって、今後も進学に伴う島外への人口流出
の傾向はより一層強まっていくものと推察される。

以上より、戦後以降現在にかけて、日本と家島群島い
ずれにおいても、進学や就職等に伴う一部の都市圏ある
いは島外（近隣本土地域）への人口流出が進んでいる傾
向が確認された。

 

7 
 

 
図 7 日本における大学進学時の都道府県別流入ならびに流出率 

出所：中央教育審議会（2018）より引用。 
 
 

 

図 8 日本における 20―24 歳の都道府県間人口移動の状況 
出所：中央教育審議会（2018）より引用。 

  

図 8　日本における 20―24 歳の都道府県間人口移動の状況
出所：中央教育審議会（2018）より引用。

 

8 
 

 
図 9 家島群島における中学校及び高等学校卒業後の 

島外進学者の比率の推移 
注：家島群島については、データが限られていたため、

2001 年までの提示となっている。 
出所：公益財団法人日本離島センター編（1972―2003）
のデータにもとづき筆者作成。 
 

 
図 10 家島群島における中学校及び高等学校卒業後の

島外進学者と島外就職者の合計の比率の推移 
注：家島群島については、データが限られていたため、

2001 年までの提示となっている。 
出所：公益財団法人日本離島センター編（1972―2003）
のデータにもとづき筆者作成。 
 
４）観点④の分析結果 

本節では、「④戦後以降現在にかけて、国家の主幹産業

である一次産業の衰退が進行しているか」という観点か

ら、日本及び家島群島における社会の変遷が類似の傾向

にあるかについて検討する。 
まず、日本については、一次産業の中でも、特に食料

に関する農業及び漁業従事者数の推移を見ると（図 11）、
いずれも年々減少傾向にあることがわかる。農業従事者

については、1960 年時点で約 1,175 万人であったのが、

2020 年時点ではわずか約 136 万人（1960 年時点の約 10
分の 1）にまで激減している。漁業従事者についても、

1961 年時点で約 70 万人であったのが、2017 年時点では

わずか約 15 万人（1961 年時点の約 5 分の 1）にまで激減

している。続いて、供給熱量ベースの総合食料自給率の

推移に目を向けると（図 12）、年々低下傾向にあり、1965
年時点で 73%であったのが、2022 年時点では 38%にまで

半減している。品目別に見ても、程度の差はあれど、麦

類、果実、野菜、いも類、魚介類の自給率は、1965 年か

ら 2022 年にかけて、約 2―8 割減というように大幅に低

下している。他方で、主食の米のみ、1993 年の大冷夏に

伴う大凶作による「平成の米騒動」（杉山 1994）の時期

を除き、100%前後で安定的に推移している。以上より、

日本については、農業及び漁業従事者数はいずれも激減

していること、また主食の米を除き、食料自給率も大幅

に低下していることから、とりわけ食に関する一次産業

は衰退傾向にあると考えられる。 
次に、家島群島については、一次産業（農林業及び水

産業）従事者数の推移に着目すると（図 13）、年々減少

傾向にあり、1985 年時点で 754 人であったのが、2015 年

時点では 486 人と 40%近く減少している。なお、1975 年

から 2015 年に期間において、家島群島では、農林業従事

者は 1985 年・1995 年・2010 年にそれぞれ 1 人ずつ、2005
年に 4 人確認できたのみで、残る大半は水産業従事者と

なっている。ゆえに、家島群島における一次産業従事者

の減少の原因については、特に水産業従事者の減少が影

響している。続いて、家島群島については、食料自給率

のデータが入手できなかったため、代わりに各年の『離

島統計年報』の統計データを参考に、農作物の生産額の

推移を確認した。その結果、米や麦等の穀物類について

は、一貫してデータの掲載がないことから、計上可能な

生産がなかったものと考えられる。一方、果実、野菜、

いもについては、データが確認できた範囲において、い

もは 1975 年のみ、野菜は 1971 年から 1985 年まで、果実

は 1971 年から 2005 年までの期間は生産額が計上されて

いたが、それ以降現在に至っては生産額が計上されてい

ない（図 14）。また、先述の通り、『離島統計年報』によ

ると、家島群島において確認された農業従事者はわずか

数名のみで、近年はデータの掲載がなくなっている。加

えて、空中写真による分析（山崎ほか 2007）や現地フィ

ールドワークからも、畑地のほとんどが居住地に変わっ

ており、近年では小規模な家庭菜園レベル以上の農作物

の生産活動は観察されなかった。これらのことから、戦

後以降ある程度の規模で確認された果実、野菜、いも等

の農作物の生産は、現在においては大幅に縮小あるいは

停止したものと推察される。他方で、水産物については、

属人水揚量[5]の推移を見ると（図 15）、1985 年から 2020
年にかけて、多少の増減はあるものの、養殖業にも注力

することで、現在においても 1985 年時点とほぼ同等の

水揚量を維持している。また、家島群島の漁業従事者へ

の聞き取り調査によると、「基本的に自分たちのところで

獲れた魚介類を食べるので、店で（魚介類を）買うこと

はまずない」というコメントが複数人から得られた。こ

のことから、水産物については、戦後以降現在にかけて、

島内で継続して自給できている状況が窺えた。 

図 9　家島群島における中学校及び高等学校卒業後の
島外進学者の比率の推移

注：家島群島については、データが限られていたため、2001
年までの提示となっている。
出所：公益財団法人日本離島センター編（1972―2003）のデー
タにもとづき筆者作成。
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4 ）観点④の分析結果
本節では、「④戦後以降現在にかけて、国家の主幹産

業である一次産業の衰退が進行しているか」という観点
から、日本及び家島群島における社会の変遷が類似の傾
向にあるかについて検討する。

まず、日本については、一次産業の中でも、特に食
料に関する農業及び漁業従事者数の推移を見ると（図
11）、いずれも年々減少傾向にあることがわかる。農業
従事者については、1960 年時点で約 1,175 万人であっ
たのが、2020 年時点ではわずか約 136 万人（1960 年時
点の約 10 分の 1）にまで激減している。漁業従事者に
ついても、1961 年時点で約 70 万人であったのが、2017
年時点ではわずか約 15 万人（1961 年時点の約 5 分の 1）
にまで激減している。続いて、供給熱量ベースの総合食
料自給率の推移に目を向けると（図 12）、年々低下傾向
にあり、1965 年時点で 73% であったのが、2022 年時点
では 38% にまで半減している。品目別に見ても、程度
の差はあれど、麦類、果実、野菜、いも類、魚介類の自
給率は、1965 年から 2022 年にかけて、約 2―8 割減と
いうように大幅に低下している。他方で、主食の米のみ、
1993 年の大冷夏に伴う大凶作による「平成の米騒動」（杉
山 1994）の時期を除き、100% 前後で安定的に推移して
いる。以上より、日本については、農業及び漁業従事者
数はいずれも激減していること、また主食の米を除き、
食料自給率も大幅に低下していることから、とりわけ食
に関する一次産業は衰退傾向にあると考えられる。

次に、家島群島については、一次産業（農林業及び
水産業）従事者数の推移に着目すると（図 13）、年々
減少傾向にあり、1985 年時点で 754 人であったのが、
2015 年時点では 486 人と 40% 近く減少している。なお、
1975 年から 2015 年に期間において、家島群島では、農
林業従事者は 1985 年・1995 年・2010 年にそれぞれ 1 人
ずつ、2005 年に 4 人確認できたのみで、残る大半は水
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以上より、戦後以降現在にかけて、日本と家島群島い
ずれにおいても、食に関する一次産業従事者数は減少の
一途を辿り、一部の品目（日本は米、家島群島は水産物）
を除く食料の自給力も低下しつつあることから、国家を
支える一次産業は衰退傾向にあると考えられよう。

 

9 
 

以上より、戦後以降現在にかけて、日本と家島群島い

ずれにおいても、食に関する一次産業従事者数は減少の

一途を辿り、一部の品目（日本は米、家島群島は水産物）

を除く食料の自給力も低下しつつあることから、国家を

支える一次産業は衰退傾向にあると考えられよう。 
 

 

図 11 日本における農業及び漁業従事者の推移 
注：農業従事者数については、基幹的農業従事者数を示

している。 
出所：農林水産省センサス統計室（2018）、農林水産省

大臣官房（2022）、農林水産省経営・構造統計課

（2019）のデータにもとづき筆者作成。 
 

 
図 12 日本における食料自給率の推移 

出所：農林水産省（2023）のデータにもとづき筆者作

成。 
 

 
図 13 家島群島における一次産業 

（農林業及び水産業）従事者数の推移 
出所：公益財団法人日本離島センター編（1988―2018）
のデータにもとづき筆者作成。 

 

図 14 家島群島における果実・野菜・いもの 
生産額の推移 

出所：公益財団法人日本離島センター編（1977―2023）
のデータにもとづき筆者作成。 
 

 

図 15 家島群島における属人水揚量の推移 
出所：公益財団法人日本離島センター編（1988―2023）
のデータにもとづき筆者作成。 
 
５）仮説検証のまとめ 

本研究では、「戦後以降現在にかけての、日本と離島に

おける社会の変遷は類似の傾向にある」という仮説を設

定した。そして、戦後以降現在にかけて、「①少子高齢化

が進行しているか」「②高学歴化が進行しているか」「③

進学や就職等に伴う都市圏あるいは島外への人口流出の

傾向が強まっているか」「④国家の主幹産業である一次産

業の衰退が進行しているか」というの 4 つの観点から検

討を進めた。その結果、これら 4 つの観点から見た、戦

後以降現在にかけての日本における社会の変遷は、家島

群島のそれと類似の傾向にあることが確認された。ゆえ

に、本研究の仮説が支持されたものと考えられることか

ら、社会の変遷という観点から見ると、離島（家島群島）

は日本と類似の傾向にあると言えるのではないだろうか。 
 

４．おわりに 
本研究では、日本社会再生に向けた離島研究の第一歩

として「離島は日本の縮図たるか？」というリサーチク

エスチョンを明らかにするべく、「戦後以降現在にかけて
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本研究では、「戦後以降現在にかけての、日本と離島

における社会の変遷は類似の傾向にある」という仮説を
設定した。そして、戦後以降現在にかけて、「①少子高
齢化が進行しているか」「②高学歴化が進行しているか」

「③進学や就職等に伴う都市圏あるいは島外への人口流
出の傾向が強まっているか」「④国家の主幹産業である

一次産業の衰退が進行しているか」というの 4 つの観点
から検討を進めた。その結果、これら 4 つの観点から見
た、戦後以降現在にかけての日本における社会の変遷
は、家島群島のそれと類似の傾向にあることが確認され
た。ゆえに、本研究の仮説が支持されたものと考えられ
ることから、社会の変遷という観点から見ると、離島（家
島群島）は日本と類似の傾向にあると言えるのではない
だろうか。

４．おわりに
本研究では、日本社会再生に向けた離島研究の第一歩

として「離島は日本の縮図たるか？」という問題提起に
もとづき、「戦後以降現在にかけての、日本と離島にお
ける社会の変遷は類似の傾向にある」という仮説を設定
した。そして、兵庫県姫路市に帰属する家島群島を事例
に、「①少子高齢化」「②高学歴化」「③進学・就職等に
伴う地方（離島）の過疎化や都市圏（近隣本土地域）へ
の人口集中」「④一次産業の衰退状況」という 4 つの観
点からこの仮説の検証を試みた。その結果、日本で顕在
化しつつあるこれら 4 つの観点に関する社会の変遷が、
多少の時間差はあれど、家島群島においても同様に観察
され、また両者の各動向は類似していることが明らかと
なった。したがって、本研究の仮説は支持されたもの
と考えられる。ゆえに、「社会の変遷」という観点から
見ると、離島（家島群島）は日本と類似の傾向にある、
すなわち、離島（家島群島）は日本の縮図である可能性
が示唆された。

しかしながら、本研究は、漁業等を主たる産業とする
家島群島を事例に、「戦後以降現在にかけての社会の変
遷」という観点から分析した結果にすぎない。それゆえ、
離島を起点とした日本社会再生研究につなげていくた
めには、異なる特徴を有する離島を事例に、また異なる
観点からも、「離島は日本の縮図たるか？」という問題
提起にもとづき、検討を進める必要があると言えよう。

註
1 　2006 年 3 月 27 日、姫路市に編入合併され、飾磨

郡家島町から姫路市家島町となった（姫路市 2023c）。
なお、対岸の姫路市とは 20㎞に満たない距離にある

（家島町役場編 1979）。
2 　兵庫県姫路市の兵庫県立姫路南高等学校、兵庫県立

網干高等学校、兵庫県立家島高等学校の 3 校を統合し、
2025 年度より新校を兵庫県立姫路南高等学校にて開
設する計画となっている（兵庫県教育委員会 2022；
大田 2022）。これにより、兵庫県立家島高等学校は閉
校されることとなる。

3 　津多（2017）による各用語の定義は次の通りである。
大学進学率とは、「大学の学部・通信教育部・別科に
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のデータにもとづき筆者作成。 
 

 

図 15 家島群島における属人水揚量の推移 
出所：公益財団法人日本離島センター編（1988―2023）
のデータにもとづき筆者作成。 
 
５）仮説検証のまとめ 

本研究では、「戦後以降現在にかけての、日本と離島に

おける社会の変遷は類似の傾向にある」という仮説を設

定した。そして、戦後以降現在にかけて、「①少子高齢化

が進行しているか」「②高学歴化が進行しているか」「③

進学や就職等に伴う都市圏あるいは島外への人口流出の

傾向が強まっているか」「④国家の主幹産業である一次産

業の衰退が進行しているか」というの 4 つの観点から検

討を進めた。その結果、これら 4 つの観点から見た、戦

後以降現在にかけての日本における社会の変遷は、家島

群島のそれと類似の傾向にあることが確認された。ゆえ

に、本研究の仮説が支持されたものと考えられることか

ら、社会の変遷という観点から見ると、離島（家島群島）

は日本と類似の傾向にあると言えるのではないだろうか。 
 

４．おわりに 
本研究では、日本社会再生に向けた離島研究の第一歩

として「離島は日本の縮図たるか？」というリサーチク

エスチョンを明らかにするべく、「戦後以降現在にかけて

図 14　家島群島における果実・野菜・いもの
生産額の推移

出所：公益財団法人日本離島センター編（1977―2023）のデー
タにもとづき筆者作成。

図 15　家島群島における属人水揚量の推移
出所：公益財団法人日本離島センター編（1988―2023）のデー
タにもとづき筆者作成。

図 13　家島群島における一次産業
（農林業及び水産業）従事者数の推移

出所：公益財団法人日本離島センター編（1988―2018）のデー
タにもとづき筆者作成。
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進学した者（就職進学した者を含む）（以下、「大学進
学者数」と記す）／ 18 歳人口」で算出される値を指す。
収容率とは、「当該地域の大学への入学者数／同地域
の 18 歳人口」で算出される値を指す。18 歳人口とは、
3 年前の中学校卒業者及び中等教育学校前期課程修了
者数を指す。自県／県外進学率とは、「当該地域から
当該地域／地域外の大学進学者数／同地域の 18 歳人
口」で算出される値を指す。構造的県外進学率とは、

「大学進学率－収容率」で算出される値を指す。
4 　津多（2017）の 18 歳人口を母数として算出した構

造的県外進学率は、どの程度進学に伴って地域移動し
なければならない可能性があるかを評価し得る指標
となっている。この数値が大きいほど、当該地域は進
学において構造的に県外に移動せざる得ない状況に
あることを示す。

5 　属人水揚量とは、「魚介類を水揚げした人の所属す
る場所別に集計される統計」を指し、魚介類を水揚げ
した場所別に集計される属地水揚量とは区別される

（農林水産省大臣官房統計部経営・構造統計課 2023）。
本研究では、家島群島という場所での水揚量よりも、
家島群島に帰属する人（漁業従事者）の水揚量に焦点
化したことから、属人統計を用いた。
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